参考資料１
確認申請書様式
（別記様式１）









一般競争入札参加資格確認申請書



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成    年    月    日

　　京都府流域下水道事務所長　様













　　所  在  地


　　　






　　商号又は名称


　　　






　　代表者氏名

          　　　　　印

　平成25年9月27日に入札公告のありました下記業務委託契約の一般競争入札に参加する資格の確認について、別添資料を添えて申請します。








記

  １  業 務 名　　　桂川中流流域下水道南丹浄化センター運転管理業務委託

  ２  業務番号　　　流２６南丹第１３号の１

  ３  業務場所　　　南丹浄化センター　　南丹市八木町山室南里ほか地内




　　八木嶋ポンプ場ほか１箇所　　




　　その他（処理区内の管渠流量計　３箇所）

　　　　　　　　　　　　　（幹線管路施設（管渠・人孔））　３幹線


　　　　　　　　　（マンホールポンプ　４箇所）

  ４  委託期間


契約日又は契約日の翌日から平成２８年４月３０日まで

  ５  添付書類    









    ○一般競争入札参加資格確認資料等








ア 国土交通省に備える下水道処理施設維持管理業者登録簿への登録証明書



イ 同種業務の受託実績調書（別記様式２）







ウ 配置予定技術者調書（別記様式３）







エ 契約書等の写し

オ 共同企業体協定書の写し








カ 共同企業体委任状








キ 府税納税義務者の納税証明書（又は府税の滞納がないことを示す書類）



ク 申請者が法人である場合は、商業登記事項証明書及び定款





ケ 営業所一覧表(別記様式４)







コ 消費税及び地方消費税の納税証明書又は滞納がないことを示す書類の写し



サ 取引使用印鑑届（別記様式５）






シ 申請者が法人である場合は、財務諸表（貸借対照表及び損益計算書)




ス 権限を営業所長等に委任する場合には、委任状



セ 誓約書（別記様式６）

参考資料

 緊急時対応確認一覧表（別記様式９）






    連絡先
会社・部課名    









氏名                      









電話







（別記様式６）
誓　約　書
　私は、京都府が実施する桂川中流流域下水道南丹浄化センター運転管理業務委託に係る一般競争入札に参加したいので、その資格の審査に当たり、入札説明書の３．１の(6)、(7)及び(9)から(12)までに該当する者であることを誓約いたします。
　また、同各号に定める者に該当しないこととなった場合には速やかにお届けするとともに、競争入札参加資格を取り消されても何ら異存ないことを誓約いたします。
　さらに、参加資格確認のため、必要な官公庁への照会を行うことについて、承諾いたします。
　　　　　年　　月　　日
　京都府知事　　　　　　　様
住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　 
（ふりがな）　　　　   　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　 　　　　　　　　　　　　
（ふりがな）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者の職・氏名　　　　　 　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（別記様式８）
入　　　　　　　札　　　　　　　書
	         ￥

	内
訳
	品　　　　　目
	 数量
	 単価
	 金　　額
	摘　　要

	
	固定費
	      －
	      －
	　              円                
	

	
	変動費
	m3
	           円／m3           
	                円                
	

	 業　務　名
	桂川中流流域下水道
南丹浄化センター
運転管理業務委託
	　業　務　番　号
	流26南丹第１３号の１

	
	
	  業　務　場　所
	南丹市八木町山室南里ほか

	　　設計図書及び入札説明書等を熟覧し、入札条件を承諾の上、上記のとおり入札します。
　　平成　　年　　月　　日
                                                      住　　所
                                                      氏　　名                    　　 
       契約担当者　　京都府　　様


        備考　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４（横長）とする。
              変動費の単価については、小数点以下３位までとする。
